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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アクリル酸および／またはその塩を主成分（ただし、アクリル酸および／またはその塩
以外の単量体は、主成分として用いるアクリル酸および／またはその塩の合計量に対して
、０～３０モル％）とする単量体成分を水溶液重合または逆相懸濁重合して含水ゲル状重
合体を得る工程（１）、
　得られた含水ゲル状重合体を乾燥および粉砕して、質量平均粒子径が３００～６００μ
ｍで粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が０～１０重量％の吸水性樹脂粉末を得る工程（
２）、
　得られた吸水性樹脂粉末に、表面架橋剤０．００１～１０質量％と水０．５～２０質量
％とを必須成分とする表面架橋処理剤であって当該処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合
が該処理剤に対し０～１０質量％である表面架橋処理剤を混合機中で添加する工程（３）
、および、
　加熱機中で加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）、
を含み、
　前記表面架橋処理剤を添加する時の吸水性樹脂粉末の温度が４０～８０℃の範囲内であ
り、
　前記工程（３）の終了時から工程（４）の開始時までの時間が０秒を超えて５分以内で
ある、
ことを特徴とする、吸水性樹脂の製造方法。
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【請求項２】
　上記吸水性樹脂粉末が、中和率５０～９０モル％のポリアクリル酸ナトリウムである、
請求項１に記載の吸水性樹脂の製造方法。
【請求項３】
　加熱温度が８０～２４０℃で、加熱時間は１分～１２０分である、請求項１または２に
記載の吸水性樹脂の製造方法。
【請求項４】
　前記吸水性樹脂粉末の無加圧下吸収倍率が４０ｇ／ｇ以上である、請求項１から３まで
のいずれか１項に記載の吸水性樹脂の製造方法。
【請求項５】
　表面架橋剤が多価アルコール化合物を必須に含み、表面架橋処理剤中の水の量が吸水性
樹脂に対して０．５～２０重量％である、請求項１から４までのいずれか１項に記載の吸
水性樹脂の製造方法。
【請求項６】
　アクリル酸および／またはその塩を主成分（ただし、アクリル酸および／またはその塩
以外の単量体は、主成分として用いるアクリル酸および／またはその塩の合計量に対して
、０～３０モル％）とする単量体成分を重合・架橋することにより得られる吸水性樹脂で
あって、質量平均粒子径が３００～６００μｍであり、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割
合が当該吸水性樹脂に対して０～１０質量％であり、かつ、トータル吸収倍率が７０（ｇ
／ｇ）以上１４０（ｇ／ｇ）以下、加圧下吸収効率が７０％以上、無加圧下吸収倍率が３
３ｇ／ｇ以上８０ｇ／ｇ以下、吸収性樹脂の粒度分布の対数標準偏差σζが０．２５～０
．５０の範囲である、ことを特徴とする、吸水性樹脂。
　ただし、トータル吸収倍率および加圧下吸収効率は、０．９０質量％塩化ナトリウム水
溶液（２５℃）を吸収させた１時間値に基づき下式で規定される。
　トータル吸収倍率（ｇ／ｇ）＝無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＋単層加圧下吸収倍率（ｇ
／ｇ）
　加圧下吸収効率（％）＝単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）×１００／無加圧下吸収倍率（
ｇ／ｇ）
　そして、粒度分布の対数標準偏差は、吸水性樹脂を、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、
６００μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍ
のＪＩＳ標準ふるいで篩分けし、残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットした結果からＲ＝
８４．１質量％の時の粒子径Ｘ１および、Ｒ＝１５．９質量％の時の粒子径Ｘ２を求め、
これらの値を下記の式に導入することによって得られる。
　　　σζ＝０．５×Ｉｎ（Ｘ２／Ｘ１）
【請求項７】
　上記吸水性樹脂粉末が、中和率５０～９０モル％のポリアクリル酸ナトリウムである、
請求項６に記載の吸水性樹脂。
【請求項８】
　粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂に対して０～３質量％である、請
求項６または７に記載の吸水性樹脂。
【請求項９】
　質量平均粒子径が３８０～５５０μｍである、請求項６から８までのいずれか１項に記
載の吸水性樹脂。
【請求項１０】
　粒子形状が不定形破砕状である、請求項６から９までのいずれか１項に記載の吸水性樹
脂。
【請求項１１】
　吸水性樹脂の粒度が８５０μｍ未満で１５０μｍ以上の粒子の割合が全体の９０重量％
以上でかつ３００μｍ以上の粒子が全体の６０重量％以上である、請求項６から１０まで
のいずれか１項に記載の吸水性樹脂。
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【請求項１２】
　請求項６から１１までのいずれか１項に記載の吸水性樹脂を含む、紙おむつ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸水性樹脂およびその製造方法に関する。さらに詳しくは、優れた性能を有
する吸水性樹脂と、特定の表面架橋処理を行う吸水性樹脂の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、体液等の水性液体を吸収させることを目的として、紙オムツ、生理用ナプキン、
失禁パット等の衛生材料の構成材料として吸水性樹脂が幅広く使用されている。
　上記の吸水性樹脂としては、例えば、ポリアクリル酸部分中和物架橋体、澱粉－アクリ
ロニトリル共重合体の加水分解物、澱粉－アクリル酸グラフト重合体の中和物、酢酸ビニ
ル－アクリル酸エステル共重合体のケン化物、アクリロニトリル共重合体もしくはアクリ
ルアミド共重合体の加水分解物またはこれらの架橋体、カルボキシメチルセルロース架橋
体、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸（ＡＭＰＳ）の共重合架橋体、
ポリエチレンオキサイド架橋体、ポリアリルアミン架橋体、ポリエチレンイミン架橋体な
どが知られている。
【０００３】
　上記の吸水性樹脂が備えるべき特性としては、体液等の水性液体に接した際の優れた吸
水量や吸収速度、通液性、膨潤ゲルのゲル強度、水性液体を含んだ基材から水を吸い上げ
る吸引力などが挙げられる。
　これらの諸特性間の関係は必ずしも正の相関関係を示さず、例えば、無加圧下の吸収特
性の高いものほど加圧下の吸収特性は低下してしまう傾向があった。
　吸水性樹脂の諸特性をバランス良く改良する方法として、吸水性樹脂の表面近傍を架橋
する、いわゆる表面架橋処理技術が知られている。
　表面架橋処理で用いられる架橋剤としては、多価アルコール類、多価グリシジルエーテ
ル類、ハロエポキシ化合物類、多価アルデヒド類、多価アミン類、多価金属塩類などが知
られ、これらの架橋剤を用いて吸水性樹脂の表面近傍を架橋させる方法としては、代表的
な方法として、架橋剤を水と親水性有機溶媒に溶解させた表面架橋処理剤と吸水性樹脂と
を混合して加熱する方法（例えば、特許文献１～３参照）、吸水性樹脂を水と親水性有機
溶媒の混合溶媒中に分散させて架橋剤を加えて反応させる方法（例えば、特許文献４参照
）などが知られている。
【０００４】
　一方、製造時の廃液や廃ガスによる環境汚染の問題や、吸水性樹脂が人体に直接に接す
る衛生材料に用いられるという用途的な事情もあり、親水性有機溶媒を全く用いないで表
面架橋処理を行うことが望まれている。
　ところが、表面架橋処理の際に親水性有機溶媒を用いないで水のみを溶媒として吸水性
樹脂を製造した場合（例えば、特許文献５参照）、親水性有機溶媒を用いる場合に比べて
吸水性樹脂の諸特性、特に吸収特性が低下してしまうという問題があった。
　さらに、これまで、吸水性樹脂自体の製造条件や吸水性樹脂に対する後加工としての表
面処理条件などが検討され、多くの吸水性樹脂が、その前記した吸水量、吸収速度、通液
性、ゲル強度、吸引力などの諸物性に着目して設計ないし製造されてきたが、最近、おむ
つなど糞尿・血液吸収用途の実使用面を考えると、これらの諸物性を満足するだけでは希
望する高いレベルの吸収性能を発揮できないこともあることが分かってきた。すなわち、
糞尿・血液吸収用途の吸収性物品に使用する吸水性樹脂については、いまだ、最適な吸水
性樹脂が設計ないし製造できていないという問題があった。
【特許文献１】特開２００１－２７０９４８号公報
【特許文献２】特表平９－５０２２２１号公報
【特許文献３】特許第３３０５７１８号公報
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【特許文献４】特公昭６１－４８５２１号公報
【特許文献５】特開平４－２４６４０３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　したがって、本発明が解決しようとする課題は、吸水性能において優れたバランスを示
す吸水性樹脂と、吸水性樹脂を製造するにあたって、表面架橋処理の際に親水性有機溶媒
を使用しないか極度に少なくしても、優れた吸収特性を有する吸水性樹脂を製造できる方
法を提供することにある。
　本発明の課題はまた、おむつなどの吸収性物品に最適な吸水性樹脂を提供することにあ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者は、上記課題を解決するために鋭意検討を行った。その結果、吸水性樹脂粉末
に、表面架橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤であって当該処理剤中の親水性有
機溶媒の含有割合を低減させた表面架橋処理剤を添加して加熱することにより表面架橋処
理を行う工程が吸水性樹脂の製造ラインに含まれる場合において、吸水性樹脂粉末に表面
架橋処理剤を添加する操作の終了時から加熱を行う操作の開始時までの中間工程に着目し
、この中間工程に要する時間が、製造される吸水性樹脂の吸収特性に大きく影響を与える
ことを見出した。そして、この時間を従来公知の実施形態からは予想もつかない５分以内
という短時間に設定することによって、上記課題が解決できることを見出した。
【０００７】
　一般に、吸水性樹脂の製造プラントにおいては、各種反応器や処理装置等の間が搬送お
よび必要により貯蔵を行う中間工程にて連結されており（例えば、前述の特許文献１～３
ご参照）、プラントスケールが大きくなればなるほど中間工程に費やされる時間も不可避
的に増大する。そして、一般的な生産スケール（生産量が年間数万トン～数１０万トン）
を有する従来の製造プラントの場合、中間工程は、そこでの滞留時間が数１０分～数時間
のスケールで設計されることが通常であった。
　本発明は、表面架橋処理の際に、表面架橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤で
あって当該処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合を低減させた表面架橋処理剤を用いて、
優れた吸収特性を有する吸水性樹脂を製造するためには、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理
剤を添加する操作の終了時から加熱を行う操作の開始時までの中間工程に費やす時間を極
めて短時間に設定することが重要であることの知見があって初めて完成されたものである
。
【０００８】
　本発明者の知見によれば、おむつなどの吸収性物品に使用する吸水性樹脂は、これまで
知られているように、その粒子径要素についての配慮（すなわち、質量平均粒子径、およ
び、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合）が必要なことは言うまでもないのであるが、こ
れに加えて、トータル吸収倍率および加圧下吸収効率という全く新たな２つのパラメータ
に配慮することも重要である。上述した製造方法によれば、粒子径要素に着目した設計基
準を満たしながら、上記２つのパラメータをも満足する吸水性樹脂を容易に製造すること
ができるのである。
　すなわち、本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法は、アクリル酸および／またはその塩
を主成分（ただし、アクリル酸および／またはその塩以外の単量体は、主成分として用い
るアクリル酸および／またはその塩の合計量に対して、０～３０モル％）とする単量体成
分を水溶液重合または逆相懸濁重合して含水ゲル状重合体を得る工程（１）、得られた含
水ゲル状重合体を乾燥および粉砕して、質量平均粒子径が３００～６００μｍで粒子径１
５０μｍ未満の粉末の割合が０～１０重量％の吸水性樹脂粉末を得る工程（２）、得られ
た吸水性樹脂粉末に、表面架橋剤０．００１～１０質量％と水０．５～２０質量％とを必
須成分とする表面架橋処理剤であって当該処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合が該処理
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剤に対し０～１０質量％である表面架橋処理剤を混合機中で添加する工程（３）、および
、加熱機中で加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）、
を含み、前記表面架橋処理剤を添加する時の吸水性樹脂粉末の温度が４０～８０℃の範囲
内であり、前記工程（３）の終了時から工程（４）の開始時までの時間が０秒を超えて５
分以内である、ことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明にかかる吸水性樹脂は、アクリル酸および／またはその塩を主成分（ただ
し、アクリル酸および／またはその塩以外の単量体は、主成分として用いるアクリル酸お
よび／またはその塩の合計量に対して、０～３０モル％）とする単量体成分を重合・架橋
することにより得られる吸水性樹脂であって、質量平均粒子径が３００～６００μｍであ
り、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂に対して０～１０質量％であり
、かつ、トータル吸収倍率が７０（ｇ／ｇ）以上１４０（ｇ／ｇ）以下、加圧下吸収効率
が７０％以上、無加圧下吸収倍率が３３ｇ／ｇ以上８０ｇ／ｇ以下、吸収性樹脂の粒度分
布の対数標準偏差σζが０．２５～０．５０の範囲である、ことを特徴とする。
　ただし、トータル吸収倍率および加圧下吸収効率は、０．９０質量％塩化ナトリウム水
溶液（２５℃）を吸収させた１時間値に基づき下式で規定される。
　トータル吸収倍率（ｇ／ｇ）＝無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＋単層加圧下吸収倍率（ｇ
／ｇ）
　加圧下吸収効率（％）＝単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）×１００／無加圧下吸収倍率（
ｇ／ｇ）
　そして、粒度分布の対数標準偏差は、吸水性樹脂を、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、
６００μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍ
のＪＩＳ標準ふるいで篩分けし、残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットした結果からＲ＝
８４．１質量％の時の粒子径Ｘ１および、Ｒ＝１５．９質量％の時の粒子径Ｘ２を求め、
これらの値を下記の式に導入することによって得られる。
　　　σζ＝０．５×Ｉｎ（Ｘ２／Ｘ１）
　さらに、本発明にかかる吸収性物品は、上記本発明の吸水性樹脂を含む、紙おむつであ
る。
 
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、吸水性能において優れたバランスを示す吸水性樹脂を提供することも
でき、また、吸水性樹脂を製造するにあたって、表面架橋処理の際に親水性有機溶媒を使
用しないか極度に少なくしても、優れた吸収特性を有する吸水性樹脂を製造できる方法を
提供することができ、さらに、おむつなどの吸収性物品に最適な吸水性樹脂を提供するこ
とができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１１】
　以下、本発明について詳しく説明するが、本発明の範囲はこれらの説明に拘束されるこ
とはなく、以下の例示以外についても、本発明の趣旨を損なわない範囲で適宜変更実施し
得る。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法は、
　酸基含有不飽和単量体を必須成分とする単量体成分を重合して含水ゲル状重合体を得る
工程（１）、
　得られた含水ゲル状重合体を乾燥および粉砕して吸水性樹脂粉末を得る工程（２）、
　得られた吸水性樹脂粉末に、表面架橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤であっ
て当該処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合が当該処理剤に対して０～１０質量％である
表面架橋処理剤を添加する工程（３）、および、
　加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）、
を含む。
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【００１２】
　本発明における吸水性樹脂とは、ヒドロゲルを形成しうる水膨潤性水不溶性の架橋重合
体のことである。水膨潤性とは、イオン交換水中において必須に自重の５倍以上、好まし
くは、５０倍から１０００倍という多量の水を吸収することをいう。水不溶性とは、米国
特許第６１８７８７２号明細書で規定される吸水性樹脂中の未架橋の水可溶性成分（水溶
性高分子）が、当該吸水性樹脂に対して、好ましくは０～５０質量％、より好ましくは０
～２５質量％、さらに好ましくは０～２０質量％、特に好ましくは０～１５質量％、最も
好ましくは０～１０質量％のことをいう。
　本発明における吸水性樹脂を構成する水膨潤性水不溶性の架橋重合体としては、ポリア
クリル酸部分中和物重合体、デンプン－アクリロニトリルグラフト重合体の加水分解物、
デンプン－アクリル酸グラフト重合体、酢酸ビニル－アクリル酸エステル共重合体のケン
化物、アクリロニトリル共重合体もしくはアクリルアミド共重合体の加水分解物またはこ
れらの架橋体、カルボキシル基含有架橋ポリビニルアルコール変性物、架橋イソブチレン
－無水マレイン酸共重合体等の１種または２種以上を挙げることができるが、好ましくは
、アクリル酸および／またはその塩（中和物）を主成分とする単量体成分を重合・架橋す
ることにより得られるポリアクリル酸部分中和物重合体である。
【００１３】
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、含水ゲル状重合体は、酸基および／
またはその塩を有し、好ましくは、酸基含有不飽和単量体を必須成分とする単量体成分を
重合して得られる。なお、酸基含有不飽和単量体としては、重合後に加水分解を行うこと
によって酸基となる単量体（例えば、アクリロニトリルなど）も含まれるが、好ましくは
、重合時にすでに酸基を含有している酸基含有不飽和単量体である。
　本発明においては、単量体成分としてアクリル酸および／またはその塩を主成分とする
ことが好ましい。
　単量体成分としてアクリル酸および／またはその塩を主成分とする場合、その他の単量
体を併用してもよい。併用できる単量体としては、併用によっても本発明の効果を発揮で
きるものであれば特に限定されないが、例えば、メタクリル酸、（無水）マレイン酸、フ
マール酸、クロトン酸、イタコン酸、ビニルスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－
２－メチルプロパンスルホン酸、（メタ）アクリロキシアルカンスルホン酸およびそのア
ルカリ金属塩、アンモニウム塩、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－ビニルアセトアミド
、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ル（メタ）アクリルアミド、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、メトキシポリ
エチレングリコール（メタ）アクリレート、ポリエチレングリコール（メタ）アクリレー
ト、イソブチレン、ラウリル（メタ）アクリレート等の水溶性または疎水性不飽和単量体
が挙げられる。
【００１４】
　本発明においてアクリル酸および／またはその塩以外の単量体を用いる場合には、その
アクリル酸および／またはその塩以外の単量体は、主成分として用いるアクリル酸および
／またはその塩の合計量に対して、好ましくは０～３０モル％、より好ましくは０～１０
モル％の割合である。このような割合で用いることにより本発明の効果が十分に発揮され
、得られる吸水性樹脂の吸収性能がより一層向上すると共に、吸水性樹脂をより一層安価
に得ることができる。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、含水ゲル状重合体は架橋構造を有す
る。かかる架橋構造は、架橋剤を使用しない自己架橋型のものであってもよいが、一分子
中に２個以上の重合性不飽和基や２個以上の反応性基を有する架橋剤（吸水性樹脂の内部
架橋剤）を共重合または反応させて得られた架橋構造がさらに好ましい。
【００１５】
　内部架橋剤の具体例としては、例えば、Ｎ，Ｎ´－メチレンビス（メタ）アクリルアミ
ド、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、（ポリ）プロピレングリコー
ルジ（メタ）アクリレート、トリメチルロールプロパントリ（メタ）アクリレート、グリ



(7) JP 4749679 B2 2011.8.17

10

20

30

40

50

セリントリ（メタ）アクリレート、グリセリンアクリレートメタクリレート、エチレンオ
キサイド変性トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレート、トリアリルシアヌレート、トリアリルイソシアヌレート、
トリアリルホスフェート、トリアリルアミン、ポリ（メタ）アリロキシアルカン、（ポリ
）エチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセロールジグリシジルエーテル、エチ
レングリコール、ポリエチレングリコール、プロピレングリコール、グリセリン、ペンタ
エリスリトール、エチレンジアミン、エチレンカーボネート、プロピレンカーボネート、
ポリエチレンイミン、グリシジル（メタ）アクリレート等を挙げることができる。
【００１６】
　内部架橋剤は、単独で用いてもよく、適宜２種類以上を混合して用いてもよい。また、
内部架橋剤は、反応系に一括添加してもよく、分割添加してもよい。内部架橋剤を使用す
る場合には、本発明の効果を十分に発揮させるために、２個以上の重合性不飽和基を有す
る化合物を重合時に用いることが好ましい。
　これら内部架橋剤の使用量は、前記単量体成分（架橋剤を除く）に対して、好ましくは
０．００１～２モル％、より好ましくは０．００５～０．５モル％、さらに好ましくは０
．０１～０．２モル％、特に好ましくは０．０３～０．１５モル％である。内部架橋剤の
使用量が０．００１モル％よりも少ない場合、あるいは、２モル％よりも多い場合には、
本発明の効果が十分に発揮できないおそれがあり、得られる吸水性樹脂が十分な吸収特性
を発揮できないおそれがあるので好ましくない。
【００１７】
　内部架橋剤を用いて架橋構造を重合体内部に導入する場合には、内部架橋剤を、単量体
成分の重合前あるいは重合途中、あるいは重合後、または中和後に反応系に添加するよう
にすればよい。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法において、含水ゲル状重合体を得るために単量体
成分を重合する方法としては、特に限定されず、例えば、水溶液重合、逆相懸濁重合、バ
ルク重合、沈殿重合などが挙げられるが、性能面、重合の制御の容易さ、膨潤ゲルの吸収
特性の観点などから、単量体成分を水溶液とすることによる水溶液重合や逆相懸濁重合を
行うことが好ましい。
【００１８】
　単量体成分を水溶液とする場合の該水溶液（以下、単量体水溶液と称することがある）
中の単量体成分の濃度は、水溶液の温度や単量体成分の種類によって決まり、特に限定さ
れるものではないが、当該単量体水溶液に対して、１０～７０質量％の範囲内が好ましく
、２０～６０質量％の範囲内がさらに好ましい。また、上記水溶液重合を行う際には、水
以外の溶媒を必要に応じて併用してもよく、併用して用いられる溶媒の種類は、特に限定
されるものではない。
　逆相懸濁重合とは、単量体水溶液を疎水性有機溶媒に懸濁させる重合法であり、例えば
、米国特許４０９３７７６号、同４３６７３２３号、同４４４６２６１号、同４６８３２
７４号、同５２４４７３５号などの米国特許に記載されている。水溶液重合とは分散溶媒
を用いずに単量体水溶液を重合する方法であり、例えば、米国特許４６２５００１号、同
４８７３２９９号、同４２８６０８２号、同４９７３６３２号、同４９８５５１８号、同
５１２４４１６号、同５２５０６４０号、同５２６４４９５号、同５１４５９０６号、同
５３８０８０８号などの米国特許や、欧州特許０８１１６３６号、同０９５５０８６号，
同０９２２７１７号などの欧州特許に記載されている。これら重合法に例示の単量体成分
や開始剤などを本発明に適用することもできる。
【００１９】
　上記の重合を開始させる際には、例えば過硫酸カリウム、過硫酸アンモニウム、過硫酸
ナトリウム、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化水素、２，２´－アゾビス（２
－アミジノプロパン）二塩酸塩等のラジカル重合開始剤や、２－ヒドロキシ－２－メチル
－１－フェニル－プロパン－１－オン等の光重合開始剤を用いることができる。これら重
合開始剤の使用量は、得られる吸水性樹脂の物性面などを考えると、０．００１～２モル
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％（対全単量体成分）が好ましく、より好ましくは０．０１～０．１モル％（対全単量体
成分）である。
　以上のように、酸基含有不飽和単量体を必須成分とする単量体成分を重合する工程によ
り、含水ゲル状重合体が得られる。
【００２０】
　上記重合によって得られた含水ゲル重合体は必要により細分化され、次いで乾燥および
粉砕される。粉砕は、乾燥の前でもよいし同時でもよいし後でもよい。好ましくは乾燥の
後に粉砕することである。
　本発明で好ましくは、乾燥は、粒子状の含水ゲル状重合体（例えば、質量平均粒子径が
２ｃｍ以下、好ましくは１ｃｍ以下、より好ましくは５ｍｍ以下）に対して行われる。本
発明において含水ゲル状重合体を粒子状とする為の細分化方法としては、ニーダーなどを
用いて重合と同時に細分化を行ってもよいし、また、重合後に別途細分化してもよいし、
重合時の細分化と重合後の細分化を併用してもよい。なお、含水ゲル状重合体が粒子状で
乾燥されない場合、例えば、フィルム状などでは、物性が劣り粒度が好ましい範囲でなく
なる場合がある。
【００２１】
　乾燥前の含水ゲル状重合体の粒子径としては、乾燥効率や物性面から、質量平均粒子径
で、好ましくは４５～４０００μｍの範囲、より好ましくは５０～２０００μｍの範囲、
さらに好ましくは１００～１５００μｍの範囲、特に好ましくは２００～１０００μｍの
範囲である。なお、含水ゲル状重合体の質量平均粒子径が上記範囲を外れると、得られる
吸水性樹脂の吸水倍率の低下や水可溶分の増加などを引起こすおそれがある。
　細分化に適した装置としては、例えば、ニーダー、カッター刃を備えた縦切り型スリッ
ター、カッター刃を備えた横切り型スリッター、回転刃を備えたカッター型の粉砕機、所
定の孔径のミートチョパーなどが例示できる。
【００２２】
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、含水ゲル状重合体は必須に乾燥され
る。なお、本発明で乾燥とは、上記含水ゲル状重合体を、その固形分（１８０℃、３時間
の乾燥減量で規定）が、乾燥後の重合体に対して、８０質量％以上、好ましくは８５質量
％以上、より好ましくは９０％質量以上、特に好ましくは９３質量％以上の固体状態にす
ることを意味する。なお、本発明における乾燥は、必ずしも固形分１００質量％（水分ゼ
ロ）の乾燥重合体にする必要はない。
　本発明で用いることができる乾燥方法は、特に限定されるものではなく、例えば、熱風
乾燥、ドラムドライヤー等を用いた薄膜乾燥、減圧乾燥法、攪拌乾燥、流動床乾燥などの
乾燥方法の１種または２種以上を用いることができるし、乾燥の連続または回分は特に問
わない。物性面や乾燥効率面からは、本発明においては、熱風乾燥、特に連続の熱風乾燥
が好ましく用いられ、そのためには、例えば、ベルト上で静置乾燥するのがよい。
【００２３】
　かかる熱風乾燥には、乾燥効率の点から、例えば、金網／ないし孔やスリットを有する
パンチングメタル上に粒子状の含水ゲル状重合体を積層した上、ゲルの上下方向ないし横
方向、好ましくは上下方向に、積層した粒子の空隙間に熱風を通気すればよい。用いられ
る金網や孔径として、例えば、孔や金網の場合、好ましくは０．１～５ｍｍ、さらに好ま
しくは０．２～２ｍｍ程度の通気孔を有すればよい。また、金網ないしパンチングメタル
上でのゲルの積層は、乾燥後の物性面から、好ましくは１～２０ｃｍ、より好ましくは１
．５～１０ｃｍ、さらに好ましくは２～８ｃｍの一定厚みに粒子状の含水ゲル状重合体を
積層すればよい。
【００２４】
　上記の含水ゲル状重合体を乾燥させる際の乾燥温度は、物性面や生産性の面から、通常
１００℃以上が好ましく、より好ましくは１１０～２３０℃、さらに好ましくは１３０～
２００℃、特に好ましくは１５０～１９０℃に設定すればよい。なお、乾燥温度は、材料
温度または熱媒（熱風など）の温度で規定されるが、好ましくは熱媒温度で規定される。
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また、乾燥期間中の乾燥温度は一定であってもよく、上記温度範囲において乾燥途中で適
宜変化させてもよい。さらに、熱風乾燥する際は、熱風の露点は、物性やエネルギー効率
の点から、好ましくは４０～１００℃、より好ましくは５０～９０℃、さらに好ましくは
６０～８５℃の範囲である。
【００２５】
　なお、積層されて乾燥された粒子状含水ゲル重合体は、乾燥後、粒子間の凝集で流動性
を失ったブロック状乾燥物となり易いことも併記しておく。かかるブロック状物は、乾燥
重合体粒子の凝集体ではあるが、連続した空隙を持ち、ブロック内部への通気性は有して
いるが、凝集により流動性がないため、粉砕（解砕）しておくことが必要である。
　本発明において、含水ゲル重合体は、上記のように乾燥され、さらに粉砕もされる。粉
砕は、乾燥の前でもよいし同時でもよいし後でもよいが、好ましくは乾燥の後に粉砕する
。より好ましくは、粉砕されてさらに分級される。
　本発明において、乾燥と粉砕、さらに必要により分級は、連続工程でなされることが好
ましく、乾燥機出口から粉砕機入口までの時間は１０分以内が好ましく、より好ましくは
５分以内、さらに好ましくは２分以内である。
【００２６】
　本発明において、粉砕の方法としては、乾燥重合体やその凝集物（ブロック状物）を流
動性ある粉末、好ましくは質量平均粒子径２ｍｍ以下の粉末にできれば特に限定されるも
のではなく、例えば、ハンマー式粉砕機、ロール式粉砕機、ジェット気流式粉砕機などを
用いて粉砕する方法、従来公知の種々の粉砕ないし解砕方法の１種または２種以上を用い
ることができる。また、乾燥時の凝集が弱い場合、特に粉砕機を用いなくても、乾燥重合
体に振動を与えて分級することで重合体の凝集をほぐして粉砕してもよい。
　本発明においては、上記の粉砕の後、さらに必要により、好ましくは分級され、粗大粒
子や微粉末が除去される。こうして得られる吸水性樹脂粉末の質量平均粒子径は目的に応
じて決定されるが、本発明の効果を十分に発揮させるために、吸水性樹脂粉末は、その質
量平均粒子径が、好ましくは３００～６００μｍの範囲、より好ましくは３００～５５０
μｍの範囲、特に好ましくは３８０～５５０μｍの範囲である。また、粒子径１５０μｍ
未満の粉末の割合が、当該吸水性樹脂粉末に対して、好ましくは０～１０質量％であり、
より好ましくは０～８質量％、さらに好ましくは０～５質量％、特に好ましくは０～３質
量％である。また、粒子径１５０μｍ未満ないし８５０μｍ以上の粒子の合計が、当該吸
水性樹脂粉末に対して、好ましくは０～１５質量％、より好ましくは０～１０質量％、さ
らに好ましくは０～５質量％である。
【００２７】
　特に、本発明においては、吸水性樹脂粉末の質量平均粒子径が３００～６００μｍであ
り、且つ、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂粉末に対して、好ましく
は０～１０質量％、より好ましくは０～５質量％、最も好ましくは０～３質量％である。
　吸水性樹脂粉末の嵩比重は、モノマー組成によって一義的に決まる真比重（ｇ／ｃｍ３

）で種々変化するが、例えば、吸水性樹脂がポリアクリル酸ナトリウム、特に、中和率５
０～９０モル％のポリアクリル酸ナトリウム、さらには中和率６０～８０モル％のポリア
クリル酸ナトリウムの場合は、その嵩比重が通常０．６３ｇ／ｍｌ以上であることが好ま
しく、特に０．６５ｇ／ｍｌ以上とすることが好ましい。なお、嵩比重はＪＩＳ　Ｋ－３
３６２の装置で測定すればよい。本発明においては、粉砕後の吸水性樹脂粉末は鱗片も少
なく、より丸みを帯びて均一な形状となるので、嵩比重は高くなり易く、嵩比重は好まし
くは０．６５～０．８９ｇ／ｍｌ、より好ましくは０．６７～０．８８ｇ／ｍｌ、さらに
好ましくは０．７３～０．８７ｇ／ｍｌ、さらに好ましくは０．７４～０．８６ｇ／ｍｌ
、さらに好ましくは０．７５～０．８５ｇ／ｍｌに調整される。粉砕後の吸水性樹脂粉末
の嵩比重が上記範囲を外れると、本発明の効果が十分に発揮されないおそれがある。
【００２８】
　上記粉砕後に粗大粒子（例えば、８５０μｍオン品）や微粉（例えば、１５０μｍパス
品）は場合により適宜リサイクルすればよい。粗い粒子は再粉砕され、細かい粒子は除去
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ないし回収されることで、前記粒度分布とすればよい。しかし、本発明では粒度分布がシ
ャープなため、かかるリサイクルの必要性が大きく低減する。なお、吸水性樹脂の微粉の
リサイクル方法は、米国特許４９５０６９２号、同５０６４５８２号、同５２６４４９５
号、同５４７８８７９号や、欧州特許０８１２８７３号、同０８８５９１７号、同０８４
４２７０号などに開示されており、これらの微粉リサイクル方法の本発明への適用も可能
である。また、微粉のリサイクル量は全体の３０質量％以下が好ましく、より好ましくは
１５質量％以下、特に好ましくは１～１０質量％の範囲、最も好ましくは２～８質量％の
範囲である。本発明では粉砕で粒度分布のシャープな吸水性樹脂粉末が高い生産性で得ら
れるため、少量の微粉のリサイクルでさらに粒度分布のシャープな吸水性樹脂粉末が得ら
れるので好ましい。
【００２９】
　上記のようにして得られる吸水性樹脂粉末は、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（
生理食塩水）に対する無加圧下吸収倍率が４０ｇ／ｇ以上であることが好ましく、より好
ましくは４５ｇ／ｇ以上、さらに好ましくは５０ｇ／ｇ以上、特に好ましくは５５ｇ／ｇ
である。優れた吸収特性を有する吸水性樹脂を得るためには、ベースポリマーである上記
の吸水性樹脂粉末の吸収倍率が高いほうが好ましい。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、得られた吸水性樹脂粉末に、表面架
橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤であって当該処理剤中の親水性有機溶媒の含
有割合が当該処理剤に対して０～１０質量％である表面架橋処理剤を添加する工程（３）
、加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）を含む。
【００３０】
　表面架橋処理を行うための表面架橋剤としては、種々のものがあり、特に限定されない
が、得られる吸水性樹脂の物性向上などの観点から、多価アルコール化合物、エポキシ化
合物、多価アミン化合物またはそのハロエポキシ化合物との縮合物、オキサゾリン化合物
、モノ、ジまたはポリオキサゾリジノン化合物、環状尿素化合物、多価金属塩、アルキレ
ンカーボネート化合物などが好ましい。
　本発明で用いることができる表面架橋剤としては、特に限定されないが、例えば、米国
特許６２２８９３０号、同６０７１９７６号、同６２５４９９０号などに例示されている
表面架橋剤を用いることができる。例えば、モノ，ジ，トリ，テトラまたはポリエチレン
グリコール、モノプロピレングリコール、１，３－プロパンジオール、ジプロピレングリ
コール、２，３，４－トリメチル－１，３－ペンタンジオール、ポリプロピレングリコー
ル、グリセリン、ポリグリセリン、２－ブテン－１，４－ジオール、１，４－ブタンジオ
ール、１，３－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール
、１，２－シクロヘキサンジメタノールなどの多価アルコール化合物；エチレングリコー
ルジグリシジルエーテルやグリシドールなどのエポキシ化合物；エチレンジアミン、ジエ
チレントリアミン、トリエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、ペンタエチレ
ンヘキサミン、ポリエチレンイミン、ポリアミドポリアミン等の多価アミン化合物；エピ
クロロヒドリン、エピブロムヒドリン、α－メチルエピクロロヒドリン等のハロエポキシ
化合物；上記多価アミン化合物と上記ハロエポキシ化合物との縮合物；２－オキサゾリジ
ノンなどのオキサゾリジノン化合物；環状尿素化合物；エチレンカーボネートなどのアル
キレンカーボネート化合物等が挙げられ、これらの１種のみ用いてもよいし、２種以上を
併用してもよい。本発明の効果を十分に発揮するためには、これらの表面架橋剤の中で多
価アルコール化合物を必須に用いることが好ましい。多価アルコール化合物としては、炭
素数２～１０のものが好ましく、炭素数３～８のものがより好ましい。
【００３１】
　表面架橋剤の使用量は、用いる化合物やそれらの組み合わせ等にもよるが、吸水性樹脂
粉末に対して、０．００１～１０質量％の範囲内が好ましく、０．０１～５質量％の範囲
内がより好ましい。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法において用いられる表面架橋処理剤は、前記表面
架橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤であって当該処理剤中の親水性有機溶媒の
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含有割合が当該処理剤に対して０～１０質量％である表面架橋処理剤である。
　本発明において表面架橋処理剤に含まれる水の量は、使用する吸水性樹脂粉末の含水率
にもよるが、吸水性樹脂粉末に対して０．５～２０質量％の範囲内が好ましく、より好ま
しくは０．５～１０質量％、特に好ましくは０．５～７質量％、最も好ましくは０．５～
４質量％の範囲内である。
【００３２】
　本発明における表面架橋処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合は当該処理剤に対して０
～１０質量％である。好ましくは０～８質量％、より好ましくは０～５質量％、さらに好
ましくは０～３質量％、特に好ましくは０～１質量％、最も好ましくは０質量％（実質的
に含まない状態）である。本発明の方法では、諸物性が向上し、後述する新規な吸水性樹
脂が得られる上に、親水性有機溶媒が低減された表面処理架橋剤を用いることにより、製
造時の廃液や廃ガスによる環境汚染の問題が解消され、吸水性樹脂が人体に直接に接する
衛生材料に用いられるという用途的な事情にも合致する。
　ここで、親水性有機溶媒としては、吸水性樹脂が有する酸基、好ましくはカルボキシル
基と架橋反応を起こさない有機化合物（通常、官能基が０または１個）であればよく、具
体的には、例えば、エチルアルコール、プロピルアルコール、イソプロピルアルコール等
のアルコール類；アセトン等のケトン類；ジオキサン、アルコキシ（ポリ）エチレングリ
コール、テトラヒドロフラン等のエーテル類；ε－カプロラクタム等のアミド類；ジメチ
ルスルホキサイド等のスルホキサイド類；などが挙げられる。
【００３３】
　本発明において親水性有機溶媒とは、常温で液体の水に溶解できる有機化合物を指し、
通常、その溶解度は常温１００ｇの水に通常１ｇ以上、好ましくは１０ｇ以上である。本
発明では、親水性有機溶媒は常温で液体であることが必須であるが、本発明の意図する効
果を最大に発現する溶媒としては、揮発性の親水性有機溶媒、例えば、沸点が好ましくは
５０～１７０℃、より好ましくは６０～１５０℃、特に好ましくは６０～１３０℃の親水
性有機溶媒である。
　なお、架橋剤が有機化合物である場合の架橋剤と親水性有機溶媒との区別はつぎのとお
りである。通常、ある選択した反応条件で吸水性樹脂と実質的に架橋反応を起こさない化
合物（吸水性樹脂の物性を実質的に変化させることのない化合物）は親水性有機溶媒に分
類し、他方、例えば、吸水性樹脂と有機化合物ないし有機化合物水溶液を混合して加熱を
行うことにより架橋反応が進行する場合における前記有機化合物はこれを架橋剤と定義す
る。
【００３４】
　本発明における表面架橋処理剤には、本発明の効果を損なわない範囲で、上に述べた以
外の成分をさらに含んでいてもよい。このような成分としては、水不溶性微粒子粉体や界
面活性剤が挙げられる。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法において、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添
加する方法は、特に限定されないが、例えば、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を滴下混
合する方法や噴霧する方法が挙げられる。
　吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添加する際には、効果的に添加するために混合装置
を使用することが好ましい。用いることができる混合装置としては、特に限定されないが
、吸水性樹脂粉末と表面架橋処理剤を均一かつ確実に混合するために、大きな混合力を備
えていることが好ましい。混合装置としては、例えば、円筒型混合機、二重壁円錐型混合
機、Ｖ字型混合機、リボン型混合機、スクリュー型混合機、流動型炉ロータリーデスク型
混合機、気流型混合機、双腕型ニーダー、内部混合機、粉砕型ニーダー、回転式混合機、
スクリュー型押出機などが挙げられ、混合の際の速度は、高速、低速を問わない。
【００３５】
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、表面架橋処理剤を添加する時の吸水
性樹脂粉末の温度が４０～８０℃の範囲内であることが好ましく、より好ましくは４５～
８０℃の範囲内であり、さらに好ましくは５０～７０℃の範囲内である。表面架橋処理剤
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を添加する時の吸水性樹脂粉末の温度が４０℃よりも低いと、湿度の高い環境下で吸水性
樹脂を製造する場合に結露を生じやすくなりトラブルの原因となるので好ましくない。表
面架橋処理剤を添加する時の吸水性樹脂粉末の温度が８０℃より高いと、表面架橋処理が
均一に行えない傾向があり、好ましくない。
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、表面架橋処理剤を添加する時の表面
架橋処理剤の温度は、特に限定されないが、実質的に、添加される吸水性樹脂粉末の温度
を超えない温度であることが、本発明の効果を十分に発揮するために好ましい。
【００３６】
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を
添加した後に加熱することにより表面架橋処理を行う。
　加熱の温度（材料温度ないし熱媒温度）は、好ましくは６０～２６０℃の範囲内、より
好ましくは８０～２４０℃の範囲内、さらに好ましくは１００～２２０℃の範囲内、特に
好ましくは１２０～２００℃の範囲内であり、加熱時間は、１分～１２０分の範囲内が好
ましく、より好ましくは１０分～１００分の範囲内、さらに好ましくは２０分～９０分の
範囲内、特に好ましくは３０～６０分の範囲内である。加熱温度と加熱時間の組み合わせ
の好適例としては、例えば、１８０℃で１分～９０分、２００℃で１分～６０分である。
【００３７】
　本発明にかかる吸水性樹脂の製造方法においては、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を
添加し終えてから０秒を超えて５分以内に加熱を開始することが重要である。すなわち、
前記工程（３）の終了時から工程（４）の開始時までの時間が０秒を超えて５分以内であ
ることが重要である。好ましくは４分以内、より好ましくは３分以内、さらに好ましくは
２分以内、特に好ましくは１分以内である。このように吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤
を添加し終えてから５分以内に加熱を開始することにより、本発明の効果が発揮される。
吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添加し終えてから加熱を開始するまでの時間が５分を
超えると、本発明の効果が発揮できない。
【００３８】
　なお、本発明において、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添加し終えてから加熱を開
始するまでの時間とは、具体的には、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添加する工程（
３）の終了時点から、加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）の開始時点まで
の時間、例えば、工程（４）の装置に入るまでの時間をいう。また、連続生産の場合、単
位時間での吸水性樹脂のフィード量（供給量）、表面架橋処理剤を添加して混合する装置
内での吸水性樹脂の滞留時間、加熱することにより表面架橋処理を行う工程（４）の装置
に入るまでの輸送時間などにより、容易に計算できる。具体的には、この時間は、混合機
出口から加熱機入口までの粉末の移動時間を実測ないし計算することで求めても良い。
【００３９】
　吸水性樹脂の表面架橋方法として、特表平８－５０８５１７号公報の実施例に、１００
０ｋｇ／ｈでフィードする吸水性樹脂粉末に連続的に処理剤（表面架橋剤）を混合した後
に、一旦貯蔵して連続的に加熱する技術などが開示されている。このように、従来の技術
では、一般的には、表面架橋剤の混合機とその後の反応機（加熱機）との間に、各工程間
を連結するクッションとして、一旦、中間で吸水性樹脂を貯蔵することが行われていた。
　また、吸水性樹脂を連続生産する場合において、各工程間は搬送機が使用されて連結さ
れているが、吸水性樹脂の製造スケールが年間数万トン～数十万トンと大きくなるにつれ
て、上記貯蔵以外にも、各工程間の搬送距離（搬送時間）が一定以上必要となり、各工程
間には、１０分前後～数１０分、場合により数時間の中間工程（搬送や貯蔵）が存在する
ことが実情であった。
【００４０】
　しかし、本発明者は、表面架橋剤と水とを必須成分とする表面架橋処理剤であって当該
処理剤中の親水性有機溶媒の含有割合を低減させた特定の表面架橋処理剤を用いるにあた
って、表面架橋処理剤の混合機とその後の反応機（加熱機）との間の中間工程に着目し、
吸水性樹脂の物性向上のためには、かかる中間工程の省略化あるいは簡略化が重要である
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ことを見出したのである。このことにより、吸水性樹脂の性能向上のみならず、中間工程
の省略化あるいは簡略化による設備投資の削減をも可能となる。
　本発明を達成するための製造設備上の手段としては、例えば、表面架橋処理剤を添加し
て混合する装置の下に、反応機（加熱機）を設置した設備レイアウトが挙げられる。つま
り、吸水性樹脂粉末に表面架橋処理剤を添加する工程（３）の実施装置から、表面架橋処
理剤が混合された吸水性樹脂が排出されて自由落下し、表面処理反応機（加熱機）へ投入
される。これにより、工程（３）の終了時点から工程（４）の開始時点までの時間が短縮
されるのである。
【００４１】
　以上に述べた本発明の吸水性樹脂の製造方法は、以下に述べる新規な吸水性樹脂を提供
する。
　すなわち、アクリル酸および／またはその塩（中和物）を主成分とする単量体成分を重
合・架橋することにより得られる吸水性樹脂であって、質量平均粒子径が３００～６００
μｍであり、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂に対して０～１０質量
％であり、かつトータル吸収倍率が７０（ｇ／ｇ）以上、加圧下吸収効率が７０％以上で
ある、ことを特徴とする、本発明の吸水性樹脂を与えるのである。
　上記本発明の吸水性樹脂が新規である事実は、数多くの市販品（吸水性樹脂やおむつ）
の世界的範囲での現状分析に加え、これまで提案されてきた多くの技術を対比評価するこ
とで確認されている。
【００４２】
　本発明者が見出した新規な２つのパラメータ、すなわち、トータル吸収倍率および加圧
下吸収効率は、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（２５℃）を吸収させた１時間値に
基づき下式で規定されるものであり、１時間値の測定は後述する実施例において詳しく説
明される。
　トータル吸収倍率（ｇ／ｇ）＝無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＋単層加圧下吸収倍率（ｇ
／ｇ）
　加圧下吸収効率（％）＝単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）×１００／無加圧下吸収倍率（
ｇ／ｇ）
　本発明にかかる新規な吸水性樹脂は、前記の粒子径、トータル吸収倍率、加圧下吸収効
率を有する吸水性樹脂であるが、好ましくは、表面架橋されているものであり、また、後
述する粒子径要素（質量平均粒子径、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合、粒度分布）、
無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、トータル吸収倍率、加圧下吸収効率を有してい
るものである。本発明にかかる新規な吸水性樹脂は、消臭剤、無機粉末などの添加剤と併
用されることが好ましい。
【００４３】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、粒子径要素（質量平均粒子径、および、粒子径１５０μ
ｍ未満の粉末の割合）、トータル吸収倍率、および、加圧下吸収効率において制御されて
いるものでありさえすれば、その製造方法は問わないが、アクリル酸および／またはその
塩（中和物）を主成分とする単量体成分を重合・架橋後に粒度を前記の範囲に制御し、さ
らに表面架橋すること、その際に特に、本発明の製造方法について前述した新規な表面架
橋処理を施すことで、容易に得ることができる。
　以下、本発明の製造方法で得られる吸水性樹脂、ないし、本発明の新規な吸水性樹脂に
ついてさらに説明する。
【００４４】
　前述のようにして、表面架橋処理を行って得られた吸水性樹脂は、本発明の効果を十分
に発揮するために、特定の粒度に調整されることが好ましい。
　かかる粒度としては、好ましくは、８５０μｍ未満で１５０μｍ以上の粒子が全体の９
０質量％以上で且つ３００μｍ以上の粒子が全体の６０質量％以上であり、より好ましく
は、８５０μｍ未満で１５０μｍ以上の粒子が全体の９５質量％以上、さらに好ましくは
９８質量％以上である。また、３００μｍ以上の粒子がより好ましくは６５質量％以上、
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さらに好ましくは７０質量％以上、特に好ましくは７５質量％以上とされる。
　本発明における吸水性樹脂の質量平均粒子径は、好ましくは２００～７００μｍ、さら
に好ましくは３００～６００μｍ、特に好ましくは３８０～５５０μｍ、最も好ましくは
４００～５００μｍである。吸水性樹脂の質量平均粒子径は必要により造粒などで調整し
てもよい。
【００４５】
　本発明における吸水性樹脂は、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が、当該吸水性樹脂
に対して、好ましくは０～１０質量％であり、より好ましくは０～８質量％、さらに好ま
しくは０～５質量％、特に好ましくは０～３質量％である。
　本発明における吸水性樹脂はまた、以下のようにして求められる粒度分布の対数標準偏
差（σζ；値が小さいほど粒度分布が狭いことを意味する）が０．２５～０．５０の範囲
であることが好ましく、０．２７～０.４８の範囲であることがより好ましく、０．３０
～０．４５の範囲であることがさらに好ましい。
　粒度分布の対数標準偏差；吸水性樹脂を、目開き８５０μｍ、７１０μｍ、６００μｍ
、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍのＪＩＳ標
準ふるいで篩分けし、残留百分率Ｒを対数確率紙にプロットした結果からＲ＝８４．１質
量％の時の粒子径Ｘ１および、Ｒ＝１５．９質量％の時の粒子径Ｘ２を求め、これらの値
を下記の式に導入することによって得られる値である。
【００４６】
　　　σζ＝０．５×Ｉｎ（Ｘ２／Ｘ１）
　σζが０．５０を超えていることは、粉体の粒度分布が広いことを意味し、粉体の取り
扱いにおいて、偏析、粉体供給量の誤差などの原因となるため、おむつなどの実使用であ
まり好ましくない。他方、σζが０．２５未満であることは、粒度分布が狭いことを意味
し、粉体の取り扱いにおいては好ましいが、粒度調整のために粗大粒子や微粉のリサイク
ル量が増え、単位時間当たりの生産量が低下する原因となるため、あまり好ましくない。
　本発明における吸水性樹脂は、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に
対する無加圧下吸収倍率が好ましくは３３ｇ／ｇ以上、より好ましくは３５ｇ／ｇ以上、
さらに好ましくは３８ｇ／ｇ以上、特に好ましくは４０ｇ／ｇ以上、最も好ましくは４５
ｇ／ｇ以上である。０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に対する無加圧
下吸収倍率が３３ｇ／ｇよりも小さいと、本発明の効果が十分に発揮できないおそれがあ
り、例えば、オムツに使用した場合に、吸収量が低く、実使用での漏れが多くなる。なお
、無加圧下吸収倍率が８０ｇ／ｇを超えるようにすることは、内部架橋剤や表面架橋剤の
使用量を少なくすることにつながり、本発明の効果が十分に発揮されなくなる惧れがある
ので、あまり好ましくない。
【００４７】
　本発明における吸水性樹脂は、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に
対する１．９ｋＰａでの単層加圧下吸収倍率が２５ｇ／ｇ以上であることが好ましく、よ
り好ましくは３０ｇ／ｇ以上、さらに好ましくは３５ｇ／ｇ以上である。０．９０質量％
塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に対する１．９ｋＰａでの単層加圧下吸収倍率が２
５ｇ／ｇよりも小さいと、本発明の効果が十分に発揮できないおそれがあり、例えば、実
使用でオムツ表面の液により肌（お尻）のかぶれが生じたりする。なお、単層加圧下吸収
倍率に上限は特になく、高いほうが好ましいが、該吸収倍率を一定以上に高めるのは生産
性の極度の低下、物性的にも水可溶分の増加やゲル強度など招く場合があり、コストパフ
ォーマンス（吸収倍率あたりの製造コスト）や物性のバランスから上限は６０ｇ／ｇ程度
であってもよい。
【００４８】
　本発明における吸水性樹脂は、トータル吸収倍率が７０ｇ／ｇ以上であることが好まし
く、より好ましくは７４ｇ／ｇ以上、さらに好ましくは７８ｇ／ｇ以上、特に好ましくは
８２ｇ／ｇ以上である。トータル吸収倍率とは、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（
生理食塩水）に対する無加圧下吸収倍率と０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食
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塩水）に対する１．９ｋＰａでの単層加圧下吸収倍率との和であり、無加圧状態と加圧状
態との総吸収倍率を表す。トータル吸収倍率が７０ｇ／ｇよりも小さいと、本発明の効果
が十分に発揮できないおそれがあり、例えば、オムツに使用した場合に、吸収量が低く、
実使用での漏れが多くなったり、実使用でオムツ表面の液により肌（お尻）のかぶれが生
じたりする。なお、トータル吸収倍率が１４０ｇ／ｇを超えるようにすることは、生産性
を著しく落として重合、乾燥、粉砕、粒度調整、表面架橋等の工程を実施することにつな
がり、コスト的にあまり好ましくない。
【００４９】
　本発明における吸水性樹脂は、加圧下吸収効率が７０％以上であることが好ましく、よ
り好ましくは７４％以上、さらに好ましくは７８％以上、特に好ましくは８２％以上であ
る。加圧下吸収効率とは、０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に対する
無加圧下吸収倍率に対する０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）に対する
１．９ｋＰａでの単層加圧下吸収倍率の百分率で表した割合であり、加圧下での吸収特性
を表すものである。加圧下吸収効率が高いと、圧力に対する吸収倍率の変化が少ない。加
圧下吸収効率が７０％よりも小さいと、本発明の効果が十分に発揮できないおそれがあり
、例えば、オムツに使用した場合に、吸収量が低く、実使用での漏れが多くなったり、実
使用でオムツ表面の液により肌（お尻）のかぶれが生じたりする。なお、加圧下吸収効率
が１５０％を超えるようにすることは、生産性を著しく落として重合、乾燥、粉砕、粒度
調整、表面架橋等の工程を実施することにつながり、コスト的にあまり好ましくない。
【００５０】
　本発明における吸水性樹脂は、特に、トータル吸収倍率が７０ｇ／ｇ以上、加圧下吸収
効率が７０％以上であることが好ましい。
　本発明の吸水性樹脂の含水率や水可溶成分量は前述の範囲であり、残存モノマー量は通
常０～１０００質量ｐｐｍ、好ましくは０～５００質量ｐｐｍ、より好ましくは０～４０
０質量ｐｐｍである。
　本発明における吸水性樹脂には、さらに、必要に応じて、消臭剤、抗菌剤、香料、各種
の無機粉末、発泡剤、顔料、染料、親水性短繊維、可塑剤、粘着剤、界面活性剤、肥料、
酸化剤、還元剤、キレート剤、酸化防止剤、水、水溶性高分子、バインダー、塩類等の添
加剤を添加して、種々の機能を付与してもよい。
【００５１】
　なお、本発明においては、吸水性樹脂に添加剤を加えて複合化させることにより、それ
ら添加剤が吸水性樹脂に実質一体化（吸収、吸着、混合などで吸水性樹脂と複合化）され
ている場合、これらは１種の混合物ではあるが、この吸水性樹脂添加剤混合物（この混合
物は通常、吸水剤と称されている）が前記の粒子径、トータル吸収倍率、加圧下吸収効率
を満たす限り、この吸水性樹脂添加剤混合物も、本発明にいう吸水性樹脂とみなす。すな
わち、本発明において、アクリル酸および／またはその塩（中和物）を主成分とする単量
体成分を重合・架橋することにより得られる吸水性樹脂とは、上記添加剤と複合化させて
なる通称「吸水剤」を含む概念である。そして、かかる吸水剤において吸水性樹脂が占め
る割合は、当該吸水剤に対して、好ましくは７０～１００質量％、より好ましくは８０～
１００質量％、特に好ましくは９０～１００質量％の範囲であり、微量成分として水を含
んでいてもよい。
【００５２】
　消臭剤としては、例えば、米国特許第６４６９０８０号明細書や国際公開第２００３／
１０４３４９号パンフレットに例示されているツバキ科植物の葉抽出物や、特願２００３
－２８０３７３号明細書に例示の亜鉛と珪素あるいは亜鉛とアルミニウムの複合含水酸化
物、特願２００４－１７７８号明細書に例示されている特定のゼオライトなどが好ましく
、その使用量は、吸水性樹脂１００質量部に対して、０．００１～１０質量部の範囲が好
ましく、０．０５～５質量部の範囲がさらに好ましく、０．１～３質量部の範囲が特に好
ましい。消臭剤の添加量が０．００１質量部未満であることは、所望する消臭効果が得ら
れない惧れがあるため、あまり好ましくない。他方、１０質量部を越えて消臭剤を添加す
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ることは、消臭効果の優れたものになる利点があるが、得られる吸水性樹脂組成物自体が
著しく高価なものになり、紙おむつ／生理用ナプキンなどの使い捨て衛生材料／吸収物品
に使用するには、コスト的にあまり好ましくない。
【００５３】
　吸水性樹脂の高湿下での取り扱い性改善を目的として、吸水性樹脂に無機粉末として微
粒子状の二酸化珪素粉末を添加したり、塩類として微粒子状のステアリン酸多価金属塩粉
末を添加したりすることも好ましく、その使用量は、吸水性樹脂１００質量部に対して、
０．０１～１０質量部の範囲が好ましく、０．０５～５質量部の範囲がさらに好ましく、
０．１～１質量部の範囲が特に好ましい。微粒子状の二酸化珪素粉末および／または微粒
子状のステアリン酸多価金属塩粉末の添加量が０．０１質量部未満であることは、所望す
る高湿下での取り扱い性改善効果が得られない惧れがあるため、あまり好ましくない。他
方、微粒子状の二酸化珪素粉末および／または微粒子状のステアリン酸多価金属塩粉末を
１０質量部を越えて添加することは、高湿下での取り扱い性の優れたものになる利点があ
るが、得られる吸水性樹脂組成物自体が著しく高価なものになり、紙おむつ／生理用ナプ
キンなどの使い捨て衛生材料／吸収物品に使用するには、コスト的にあまり好ましくない
。
【００５４】
　本発明における吸水性樹脂は、その粒子形状が、本発明の製造方法で得られるような不
定形破砕状であっても良いが、たとえば、逆相懸濁重合で得られるそのままの形状、すな
わち、球状などであっても良い。
　ただし、逆相懸濁重合では、得られた吸水性樹脂の形状が球状ないしその凝集物である
ため、パルプとの混合や固定（ひっかかり）が不十分となる場合が多く、特に近年はやり
の高濃度吸水性樹脂のおむつに適さないため、本発明の吸水性樹脂の形状は好ましくは不
定形破砕状（すなわち粉砕粉末）である。
　本発明の製造方法で得られた吸水性樹脂や本発明の新規な吸水性樹脂は、衛生材料用、
土木・建築用、廃液固化用、農業・植物用、食品用など、吸水性樹脂の各種用途に使用可
能である。
【００５５】
　なお、本発明で吸収性物品とは、吸水性樹脂を含んで成型された最終消費材をさし、紙
おむつ、生理ナプキン、失禁パットに代表される。かかる吸収性物品は、好ましくは成型
のために繊維材料が使用される。本発明の吸水性樹脂は、吸水性樹脂と繊維材料に対する
吸水性樹脂の質量比が好ましくは２０～１００質量％、より好ましくは３０～９０質量％
の範囲、特に好ましくは３０～６０質量％の範囲であり、また、吸収性物品１枚あたりの
吸水性樹脂の使用量が好ましくは５～２５ｇ、より好ましくは８～１５ｇの範囲であれば
、かかる吸収性物品において最大の効果を発揮することができる。さらに、本発明の吸水
性樹脂は、該吸水性樹脂と繊維材料が均一に混合される（吸水性樹脂の分布に偏りが少な
い状態）ほど、かかる吸収性物品において最大の効果を発揮することができる。
【実施例】
【００５６】
　以下に本発明の実施例と比較例を具体的に説明するが、本発明は下記実施例に限定され
るものではない。
　おむつの中の吸水性樹脂など、市販の吸水性樹脂が流通過程で吸湿している場合は、乾
燥（例えば、６０℃での減圧乾燥で１６時間）して平衡含水状態（その量は、例えば、５
質量％前後）とした後に物性を測定すればよい。
　以下、詳細なデータは省略するが、本発明で得られた吸水性樹脂は、実質水不溶性であ
り、含水率がいずれも７質量％以下（固形分９３％以上）、残存モノマー量が４００質量
ｐｐｍ以下であった。
【００５７】
　なお、吸水性樹脂および吸収性物品の諸性能は以下の方法で測定した。
　（ａ）無加圧下吸収倍率
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　吸水性樹脂０．２ｇを不織布製の袋（６０ｍｍ×８０ｍｍ）に均一に入れ、２５℃に調
温した０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）中に浸漬した。６０分後に袋
を引き上げ、遠心分離機を用いて２５０Ｇで３分間水切りを行った後、袋の質量Ｗ２（ｇ
）を測定した。また、同様の操作を吸水性樹脂を用いないで行い、そのときの質量Ｗ１（
ｇ）を測定した。そして、これら質量Ｗ１、Ｗ２から、次式、
　　無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＝（（質量Ｗ２（ｇ）－質量Ｗ１（ｇ））／吸水性樹脂
の質量（ｇ））－１
に従って、無加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【００５８】
　（ｂ）単層加圧下吸収倍率
　４００メッシュのステンレス製金網（目の大きさ３８μｍ）を円筒断面の一辺（底）に
溶着させた内径６０ｍｍのプラスチック製支持円筒の底の金網上に、吸水性樹脂０．２０
ｇを均一に散布し、その上に外径が６０ｍｍよりわずかに小さく支持円筒の内壁面との間
に隙間が生じずかつ上下の動きは妨げられないピストン（ｃｏｖｅｒ　ｐｌａｔｅ）を載
置し、支持円筒と吸水性樹脂とピストンの質量Ｗ３（ｇ）を測定した。このピストン上に
、吸水性樹脂に対して、ピストンを含め２０ｇ／ｃｍ２（１．９６ｋＰａ）の荷重を均一
に加えることができるように調整された荷重を載置し、測定装置一式を完成させた。直径
１５０ｍｍのペトリ皿の内側に直径９０ｍｍのガラスフィルターを置き、２５℃の０．９
０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）をガラスフィルターの上部面と同レベルに
なるように加えた。その上に直径９ｃｍの濾紙（トーヨー濾紙（株）Ｎｏ．２）を載せ表
面が全て濡れるようにし、かつ過剰の液を除いた。
【００５９】
　上記測定装置一式を上記湿った濾紙上にのせ、液を荷重下で吸収させた。液面がガラス
フィルターの上部から低下したら液を追加し、液面レベルを一定に保った。１時間後、測
定装置一式を持ち上げ、荷重を取り除いた質量Ｗ４（ｇ）（支持円筒と膨潤した吸水性樹
脂とピストンの質量）を再測定した。
　これら質量Ｗ３、Ｗ４から、次式、
　　単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＝（質量Ｗ４（ｇ）－質量Ｗ３（ｇ））／吸水性樹脂
の質量（ｇ）
に従って単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【００６０】
　（ｃ）質量（重量）平均粒子径（Ｄ５０）
　吸水性樹脂を目開き８５０μｍ、６００μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、
２１２μｍ、１５０μｍ、１０６μｍ、７５μｍなどのＪＩＳ標準ふるいで篩分けし、残
留百分率を対数確率紙にプロットした。これにより、質量平均粒子径（Ｄ５０）を読み取
った。
　篩分けは、吸水性樹脂粉末ないし吸水性樹脂１０．００ｇを目開き８５０μｍ、６００
μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２１２μｍ、１５０μｍ、１０６μｍ、７
５μｍなどのＪＩＳ標準ふるい（Ｔｈｅ　ＩＩＤＡ　ＴＥＳＴＩＮＧ　ＳＩＥＶＥ：内径
８０ｍｍ）に仕込み、ロータップ型ふるい振盪機（（株）飯田製作所製ＥＳ－６５型ふる
い振盪機）により１０分間分級した。なお、質量平均粒子径（Ｄ５０）とは、米国特許５
０５１２５９号公報などにあるように一定目開きの標準ふるいで粒子全体の５０質量％に
対応する標準ふるいの粒子径のことであり、本実施例では、目開き８５０μｍ、６００μ
ｍ、３００μｍ、１５０μｍのＪＩＳ標準ふるいを用いて計算した。
【００６１】
　（ｄ）加圧下吸収効率
　吸水性樹脂の無加圧下吸収倍率と単層加圧下吸収倍率を（ａ）および（ｂ）記載の方法
で測定し、次式に従って加圧下吸収効率（％）を算出した。
　　加圧下吸収効率（％）＝単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）×１００／無加圧下吸収倍率
（ｇ／ｇ）
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　（ｅ）トータル吸収倍率
　吸水性樹脂の無加圧下吸収倍率と単層加圧下吸収倍率を（ａ）および（ｂ）記載の方法
で測定し、次式に従ってトータル吸収倍率（ｇ／ｇ）を算出した。
【００６２】
　　トータル吸収倍率（ｇ／ｇ）＝単層加圧下吸収倍率（ｇ／ｇ）＋無加圧下吸収倍率（
ｇ／ｇ）
　（ｆ）吸収性物品の評価（戻り量テスト）
　後述する実施例および比較例で得られた吸収性物品を用い、吸収性物品全体に荷重１．
９６ｋＰａをかけ室温で放置した。吸収性物品の中心部から直径７０ｍｍ、高さ１００ｍ
ｍの円筒より、３７℃に調整した０．９０質量％塩化ナトリウム水溶液（生理食塩水）を
７５ｇを入れた。荷重をかけたまま１時間放置後、同様の操作を行い、４回目の生理食塩
水（生理食塩水を入れた総量３００ｇ）を入れた後、３０分後、吸収性物品から荷重を外
して、ペーパータオル（製造元：王子製紙株式会社、キッチンタオル　エキストラドライ
、１２０ｍｍ×４５０ｍｍに裁断して３０枚重ねたもの）を吸収性物品にのせ、その上に
、３７ｇ／ｃｍ２（３．６３ｋＰａ）の荷重を１分間かけ、ペーパータオルに戻る液量を
測定した。
【００６３】
　［製造例１］
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５５００ｇ（単量体濃度３
８質量％）に、ポリエチレングリコールジアクリレート（エチレンオキシドの平均付加モ
ル数８）２．１ｇを溶解し反応液とした。次に、この反応液から溶存酸素を窒素ガス雰囲
気下で３０分間除去した。次いで、シグマ型羽根を２本有する内容積１０Ｌのジャケット
付きステンレス製双腕型ニーダーに蓋を付けて形成した反応器に、上記反応液を供給し、
反応液を３０℃に保ちながら系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を撹拌しながら、過
硫酸ナトリウム２．４６ｇおよびＬ－アスコルビン酸０．１０ｇを添加したところ、凡そ
１分後に重合が開始した。そして、３０～９０℃で重合を行い、重合を開始して６０分後
に含水ゲル状重合体を取り出した。得られた含水ゲル状重合体は、その径が約５ｍｍに細
分化されていた。この細分化された含水ゲル状重合体を５０メッシュ（目の大きさ３００
μｍ）の金網上に広げ、１７０℃で５０分間熱風乾燥した。次いで、乾燥物を振動ミルを
用いて粉砕し、さらに２０メッシュ（目の大きさ８５０μｍ）の金網で分級、調合するこ
とにより、不定形破砕状の吸水性樹脂粉末（１）を得た。得られた吸水性樹脂粉末（１）
の無加圧下吸収倍率は５７（ｇ／ｇ）、質量平均粒子径は４２５μｍ、粒子径１５０μｍ
未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂粉末に対して２質量％であった。
【００６４】
　［製造例２］
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５５００ｇ（単量体濃度３
６質量％）に、ポリエチレングリコールジアクリレート（エチレンオキシドの平均付加モ
ル数８）２．２ｇを溶解し反応液とした。次に、この反応液から溶存酸素を窒素ガス雰囲
気下で３０分間除去した。次いで、シグマ型羽根を２本有する内容積１０Ｌのジャケット
付きステンレス製双腕型ニーダーに蓋を付けて形成した反応器に、上記反応液を供給し、
反応液を３０℃に保ちながら系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を撹拌しながら、過
硫酸ナトリウム２．４６ｇおよびＬ－アスコルビン酸０．１０ｇを添加したところ、凡そ
１分後に重合が開始した。そして、３０～９０℃で重合を行い、重合を開始して６０分後
に含水ゲル状重合体を取り出した。得られた含水ゲル状重合体は、その径が約５ｍｍに細
分化されていた。この細分化された含水ゲル状重合体を５０メッシュ（目の大きさ３００
μｍ）の金網上に広げ、１７０℃で５０分間熱風乾燥した。次いで、乾燥物を振動ミルを
用いて粉砕し、さらに２０メッシュ（目の大きさ８５０μｍ）の金網で分級、調合するこ
とにより、不定形破砕状の吸水性樹脂粉末（２）を得た。得られた吸水性樹脂粉末（２）
の無加圧下吸収倍率は５６（ｇ／ｇ）、質量平均粒子径は３７０μｍ、粒子径１５０μｍ
未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂粉末に対して５質量％であった。
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【００６５】
　［実施例１］
　粉末温度６０℃の製造例１で得られた吸水性樹脂粉末（１）１００質量部に、プロピレ
ングリコール０．４質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量部、
１，４－ブタンジオール０．２５質量部、水２．５質量部からなる表面架橋処理剤をレデ
ィゲミキサーで混合して２分後に、１９５℃に調温した加熱処理装置に上記の混合物を入
れ、４５分間加熱処理することにより吸水性樹脂（１）を得た。
　得られた吸水性樹脂（１）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸収効率
、トータル吸収倍率、粒度分布、質量平均粒子径を表１に示した。
【００６６】
　［実施例２］
　粉末温度６０℃の製造例２で得られた吸水性樹脂粉末（２）１００質量部に、プロピレ
ングリコール０．４質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量部、
１，４－ブタンジオール０．２５質量部、水２．５質量部からなる表面架橋処理剤をレデ
ィゲミキサーで混合して１分後に、１９５℃に調温した加熱処理装置に上記の混合物を入
れ、４５分間加熱処理することにより吸水性樹脂（２）を得た。
　得られた吸水性樹脂（２）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸収効率
、トータル吸収倍率、粒度分布、質量平均粒子径を表１に示した。
【００６７】
　［比較例１］
　粉末温度６０℃の製造例１で得られた吸水性樹脂粉末（１）１００質量部に、プロピレ
ングリコール０．４質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量部、
１，４－ブタンジオール０．２５質量部、水２．５質量部からなる表面架橋処理剤をレデ
ィゲミキサーで混合して1時間後に、１９５℃に調温した加熱処理装置に上記の混合物を
入れ、５５分間加熱処理することにより比較用吸水性樹脂（１）を得た。
　得られた比較用吸水性樹脂（１）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸
収効率、トータル吸収倍率、粒度分布、質量平均粒子径を表１に示した。
【００６８】
　［比較例２］
　粉末温度６０℃の製造例２で得られた吸水性樹脂粉末（２）１００質量部に、プロピレ
ングリコール０．４質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量部、
１，４－ブタンジオール０．２５質量部、水２．５質量部からなる表面架橋処理剤をレデ
ィゲミキサーで混合して１０分後に、１９５℃に調温した加熱処理装置に上記の混合物を
入れ、５５分間加熱処理することにより比較用吸水性樹脂（２）を得た。
　得られた比較用吸水性樹脂（２）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸
収効率、トータル吸収倍率、粒度分布、質量平均粒子径を表１に示した。
【００６９】
　［比較例３］
　粉末温度６０℃の製造例２で得られた吸水性樹脂粉末（２）１００質量部に、プロピレ
ングリコール０．４質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量部、
１，４－ブタンジオール０．２５質量部、水２．５質量部からなる表面架橋処理剤をレデ
ィゲミキサーで混合して２０分後に、１９５℃に調温した加熱処理装置に上記の混合物を
入れ、５５分間加熱処理することにより比較用吸水性樹脂（３）を得た。
　得られた比較用吸水性樹脂（３）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸
収効率、トータル吸収倍率、粒度分布、質量平均粒子径を表１に示した。
【００７０】
　［実施例３］
　実施例１で得られた吸水性樹脂（１）５０質量部と、木材粉砕パルプ５０質量部とを、
ミキサーを用いて乾式混合した。次いで、得られた混合物を、４００メッシュ（目の大き
さ３８μｍ）に形成されたワイヤースクリーン上にバッチ型空気抄造装置を用いて空気抄
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造することにより、１２０ｍｍ×４００ｍｍの大きさのウェブに成形した。さらに、この
ウェブを圧力１９６．１４ｋＰａで５秒間プレスすることにより、坪量が約０．０５ｇ／
ｃｍ２の吸収体を得た。
　続いて、液不透過性のポリプロピレンからなる、いわゆる背面シート（液不透過性シー
ト）、上記吸収体、および、液透過性のポリプロピレンからなる不織布の表面シート（液
透過性シート）を、両面テープを用いてこの順に互いに貼着することにより、衛生吸収性
物品（つまり、紙オムツ）（１）を得た、この吸収性物品（１）の質量は４５ｇであった
。
【００７１】
　得られた吸収性物品（１）の戻り量テストを行なった。結果を表２にまとめた。
　［実施例４］
　実施例３において、吸水性樹脂（１）を実施例２で得られた吸水性樹脂（２）に変更す
ること以外は実施例３と同様に行い、吸収性物品（２）を得た。
　得られた吸収性物品（２）の戻り量テストを行なった。結果を表２にまとめた。
　［比較例４～６］
　実施例３において、吸水性樹脂（１）を、比較例１、２、３で得られた比較用吸水性樹
脂（１）、（２）、（３）に変更すること以外は実施例３と同様に行い、比較用吸収性物
品（１）、（２）、（３）を得た。
【００７２】
　得られた比較用吸収性物品（１）、（２）、（３）の戻り量テストを行なった。結果を
表２にまとめた。
【００７３】
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【表１】

【００７４】
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【表２】

【００７５】
　〔実施例５〕
　７５モル％の中和率を有するアクリル酸ナトリウムの水溶液５５００g（単量体濃度３
８質量％）に、ポリエチレングリコールジアクリレート（エチレンオキシドの平均付加モ
ル数８）２．５gを溶解し反応液とした。次に、この反応液から溶存酸素を、製造例１と
同様にして除去したのち、製造例１と同一の反応器に供給し、反応液温度を３０℃に保ち
ながら、系を窒素ガス置換した。続いて、反応液を攪拌しながら、過硫酸ナトリウム２．
９８ｇおよびＬ一アスコルビン酸０．０１５ｇを添加したところ、およそ１分後に重合が
開始した。そして、２５～９０℃で重合を行い、重合を開始して６０分後に含水ゲル状重
合体を取り出した。得られた含水ゲル状重合体は、その径が約１～５ｍｍの粒子に細分化
されていた。この含水ゲル状重合体を製造例１と同様にして乾燥した。次いで、乾燥物を
ロールミルを用いて粉砕し、目開き８５０μｍの金網で分級し、該分級物から微粉を取り
除くために目開き１５０μｍの金網でさらに分級することにより、不定形破砕状の吸水性
樹脂粉末（３）を得た。得られた吸水性樹脂粉末（３）の無加圧下吸収倍率は５５ｇ／ｇ
、質量平均粒子径は約４２０μｍ、粒子径１５０μｍ未満の粉末の割合が当該吸水性樹脂
粉末に対して０．８質量％であった。
【００７６】
　次いで、粉末温度６０℃の上記で得られた吸水性樹脂粉末（３）１００質量部に、プロ
ピレングリコール０．５質量部、エチレングリコールジグリシジルエーテル０．０２質量
部、１，４－ブタンジオール０．３質量部、水２．５質量部からなる表面架橋剤水溶液を
レディゲミキサーで混合して１分後に、得られた混合物を、１９５℃に調温した加熱処理
装置に入れて４０分間加熱処理することにより、吸水性樹脂（３）を得た。
　得られた吸水性樹脂（３）の無加圧下吸収倍率、単層加圧下吸収倍率、加圧下吸収効率
およびトータル吸収倍率と、目開き８５０μｍ、６００μｍ、３００μｍ、１５０μｍの
ＪＩＳ標準ふるいで篩分けして求めた質量平均粒子径（Ｄ５０）を表３に示した。また、
目開き８５０μｍ、７１０μｍ、６００μｍ、５００μｍ、４２５μｍ、３００μｍ、２
１２μｍ、１５０μｍ、４５μｍのＪＩＳ標準ふるいで篩分けして求めた粒度分布の対数
標準偏差（σζ）を表４に示した。
【００７７】
　なお、表４には、実施例１、２と比較例１～３とでそれぞれ得られた吸水性樹脂の粒度
分布およびその対数標準偏差（σζ）も、併記されている。
【００７８】
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【表３】

【００７９】
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【表４】

【００８０】
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　〔実施例６〕
　実施例３において、吸水性樹脂（１）を実施例５で得られた吸水性樹脂（３）に変更す
ること以外は実施例３と同様に行い、吸収性物品（３）を得た。
　得られた吸収性物品（３）の戻り量テストを実施例３と同様にして行ったところ、戻り
量は８ｇであった。
　［実施例７］
　実施例５で得られた吸水性樹脂（３）３５質量部と、木材粉砕パルプ６５質量部とを、
ミキサーを用いて乾式混合した。次いで、得られた混合物を、実施例３と同様の装置を用
いて１２０ｍｍ×４００ｍｍの大きさのウェブに成形した。さらに、このウェブを実施例
３と同様の条件でプレスすることにより、坪量が約０．０４ｇ／ｃｍ２の吸収体を得た。
【００８１】
　続いて、実施例３と同様の操作を行い、質量３７ｇの吸収性物品（４）を得た、
　得られた吸収性物品（４）の戻り量テストを実施例３と同様にして行ったところ、戻り
量は２５ｇであった。
　［比較例７］
　実施例７において、吸水性樹脂（３）を、比較例１で得られた比較用吸水性樹脂（１）
に変更すること以外は実施例７と同様に行い、比較用吸収性物品（４）を得た。
　得られた比較用吸収性物品（４）の戻り量テストを実施例３と同様にして行ったところ
、戻り量は３９ｇであった。
【産業上の利用可能性】
【００８２】
　本発明にかかる吸水性樹脂は、優れた吸収特性を有するため、広い用途に使用できるが
、特に、本発明の製造方法で得られる吸水性樹脂は、表面架橋処理において親水性有機溶
媒を用いていないので、紙おむつ／生理用ナプキンなどの衛生材料／吸収物品に好適であ
り、粉砕パルプ等の親水性繊維材料と複合化され衛生材料として好ましく使用することが
できる。
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